
取手市市民事業活動促進補助金交付要綱 

 
（趣旨） 

第１条　この要綱は，事業者に対し市内に所在するインキュベーションオフィス等の利

用料金を補助することにより，市民の事業活動を促進し，もって市内経済の活性化を

図ることを目的として，予算の範囲内において取手市市民事業活動促進補助金（以下

「補助金」という。）を交付することに関し，取手市補助金等交付規則（昭和４３年規

則第２３号）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 
（定義） 

第２条　この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところ

による。 
（１）市民　次に掲げる者をいう。 

ア　市内に住所を有する個人 
イ　市内に本店又は主たる事業所が所在する法人又は個人事業主 

（２）事業活動　次に掲げる活動をいう。 
ア　利益を得ることを目的として行う営利活動 
イ　社会的な使命を達成することを目的として行う非営利活動 

（３）事業者　前号の事業活動を現に行い，又は行う予定である市民をいう。 
（４）インキュベーションオフィス等　事業活動の支援を主たる目的として設置された

共用オフィスをいう。 
（補助金の交付対象） 

第３条　市長は，市内に所在するインキュベーションオフィス等を利用して事業活動を

行う事業者に対し，補助金を交付する。 
２　補助金の交付を受けることができる事業者は，次に掲げる要件をいずれも満たす者

とする。 
（１）市税を滞納していないこと。 
（２）事業者が行う事業活動が，次に掲げるものではないこと。 

ア　政治活動又は宗教活動を目的とするもの 
イ　公の秩序又は善良の風俗に反するおそれがあるもの 

（３）過去にこの要綱の規定による補助金の交付を受けていないこと。この場合におい

て，過去に他の事業活動を行うためにこの要綱の規定による補助金の交付を受けた

場合であっても，交付を受けたものとみなす。 
（補助対象経費及び期間） 

第４条　補助金の対象となる経費は，インキュベーションオフィス等の一月当たりの利

用料金（光熱水費，通信料その他事業者が実費として支払うもの及びオプションサー

ビスにかかる費用を除く。）が１０，０００円以上の場合における当該利用料金の１０

０分の５０に相当する経費とする。この場合において，１月当たり交付する補助金の



額に１０円未満の端数が生じる場合にあっては，これを切り捨てるものとする。 
２　補助金の対象となる期間は，各年度の予算の範囲内において，次条第２項の規定に

よる補助金の交付の決定を受けてから連続して１２か月とする。 
（補助金の交付申請及び決定） 

第５条　補助金の交付を受けようとする事業者（以下「交付申請事業者」という。）は，

取手市市民事業活動促進補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付し，

市長に申請しなければならない。 
（１）市民であることを証する書類 
（２）インキュベーションオフィス等の利用契約書の写し又は申込書の控え 
２　市長は，前項の規定による申請があったときは，速やかにその内容を審査し，補助

金の交付を適当と認めるときは，取手市市民事業活動促進補助金交付決定通知書（様

式第２号）により交付申請事業者に通知するものとする。 
３　市長は，前項の規定による補助金の交付の決定に当たり，必要があると認めるとき

は，当該決定に条件を付することができる。 
４　市長は，第２項の規定による審査の結果，補助金の交付を不適当と認めるときは，

理由を付してその旨を交付申請事業者に通知するものとする。 
　（翌年度における補助金の交付申請等） 
第６条　前条第２項の規定による補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。）を受

けた者（以下「補助事業者」という。）は，補助金の交付を受けた年度の翌年度にわた

って補助金の交付を受けようとするときは，当該翌年度の４月２０日までに，同条第

１項に規定する申請書により市長に改めて申請しなければならない。この場合におい

て，市長は，適当と認めるときは，同項に規定する書類の全部又は一部の添付を省略

させることができる。 
２　前条第２項から第４項までの規定は，前項の規定による申請に係る補助金の交付の

決定の手続について準用する。 
（補助事業の変更等） 

第７条　補助事業者は，交付決定を受けた後において，第５条第１項若しくは前条第１

項の規定により申請した内容に変更が生じたとき，又は事業活動を廃止するときは，

取手市市民事業活動促進補助金事業変更（廃止）承認申請書（様式第３号）に関係書

類を添え，市長に申請しなければならない。 
２　市長は，前項の規定による申請を受けたときは，速やかにその内容を審査し，変更

又は廃止を適当と認めるときは，取手市市民事業活動促進補助金事業変更（廃止）承

認決定通知書（様式第４号）により補助事業者に通知するものとする。 
３　市長は，前項の規定による決定に当たり，必要があると認めるときは，当該決定に

条件を付することができる。 
４　市長は，第２項の規定による審査の結果，変更又は廃止を不適当と認めるときは，

理由を付してその旨を補助事業者に通知するものとする。 



  （報告） 
第８条　市長は，補助事業者において補助金の交付決定の内容に変更が必要な事情があ

ると認めるときその他必要と認めるときは，補助事業者又はインキュベーションオフ

ィス等を運営する者に対し，補助事業の実施状況について報告を求めることができる。 
（補助金の請求及び交付） 

第９条　補助事業者は，補助金の交付を請求しようとするときは，取手市市民事業活動

促進補助金交付請求書（様式第５号）に，インキュベーションオフィス等が発行した

領収書の写しを添え，当該請求に係る期間の末月の翌月末までに市長に請求しなけれ

ばならない。 
２　市長は，前項の規定による請求を受けたときは，速やかにその内容を審査の上，補

助金を交付するものとする。 
３　前２項の規定による補助金の請求及び交付は，複数回に分割して行うことを妨げな

い。 
（交付決定の取消し） 

第１０条　市長は，補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは，交付決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 
（１）　偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 
（２）　補助事業を変更し，又は中止し，若しくは廃止したとき。 
（３）　補助事業を遂行することができなくなったとき。 
（４）　前３号に掲げるもののほか，この要綱の規定又は交付決定の内容もしくはこれ

に付した条件に違反し，若しくは従わなかったとき。 
（補助金の返還） 

第１１条　市長は，前条の規定により交付決定を取り消した場合において，当該取消し

に係る部分に関し，既に補助金が交付されているときは，補助事業者に対し，期限を

定めてその返還を命ずるものとする。 
（その他） 

第１２条　この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。 

 
付　則 

　（施行期日） 
１　この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 
　（この要綱の失効） 
２　この要綱は，令和８年３月３１日限り，その効力を失う。ただし，同日までに第５

条第１項の規定による申請があったものに係る補助金の交付については，同日後もな

おその効力を有する。 
　　　付　則（令和２年告示第４９号） 
　この要綱は，令和２年３月１９日から施行する。 



　　　付　則（令和３年告示第２９号） 

　この要綱は，令和３年２月２７日から施行する。 

　　　付　則（令和４年告示第７３号） 

　この要綱は，令和５年３月２０日から施行する。 

      付　則（令和６年告示第１６２号） 

　この要綱は，令和６年５月１日から施行する。 

　　　付　則（令和７年告示第２５号） 

　この要綱は，令和７年２月５日から施行する。 

　  



様式第１号（第５条関係） 

 

年　　月　　日　 

 

　取手市長　　　　　　　　殿 
 

　　　　　　住　　所 
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　印 
電話番号　 

 

 

取手市市民事業活動促進補助金交付申請書 

 

 

　取手市市民事業活動促進補助金交付要綱第５条第１項の規定により，関係書類を添え

て，補助金の交付を申請します。 

 

 

１　事 業 形 態　　　営利　　・　　ＮＰＯ 

　　（会社名等があれば記入してください　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

 

２　利 用 オ フ ィ ス 

 

３　利用する部屋番号等 

 

４　利 用 開 始 日　　　　　　　　　年　　　月　　　日 

 

５　契 約 金 額　　　金　　　　　　　　円（月額　・　年額） 

 

６　申 請 額　　　（月額）金　　　　　　　　円 

　　　　　　　　　　　　　　 （合計）金　　　　　　　　円 

７　補 助 期 間　　　　　　　　　年　　　月　～　　　　　　年　　　月 

 
添付書類　・市民であることを証する書類 

・インキュベーションオフィス等の利用契約書の写し又は申込書の控え 
 



様式第２号（第５条関係） 

 

取　発第　　号　 
年　　月　　日　 

 
　　　　　　　　　　　　様 

 
取手市長　　　　　　　　　　　　印 

 

 

取手市市民事業活動促進補助金交付決定通知書 

 

 

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった取手市市民事業活動促進補助金の交付に

ついて，下記のとおり決定しましたので，取手市市民事業活動促進補助金交付要綱第５

条第２項の規定により通知します。 

なお，同要綱第４条第２項のとおり，各年度の予算の範囲内において交付するため，

この決定通知は，補助期間が複数年度にわたった場合の翌年度の交付を確約するもので

はありません。 

 

 

記 

 

 

１　交付決定額　　　金　　　　　　　　　　　　円 

 

２　補 助 期 間　　　　　　　　　　年　　　月　～　　　　　　年　　　月 

 
３　今年度の交付決定期間　　　　　　年　　　月　～　　　　　　年　　　月 
 
４　補助の条件 

 
 
 
※　補助期間が翌年度にわたる場合には，翌年度の４月２０日までに，改めて様式第１

号の申請書を提出してください。 
 



様式第３号（第７条関係） 

 

年　　月　　日　 

 

　取手市長　　　　　　　　殿 
 

　　　　　　住　　所 
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　印 
電話番号　 

 

 

取手市市民事業活動促進補助金事業変更（廃止）承認申請書 

 

 

　　　　　年　　　月　　　日付け取　　発第　　　号で補助金の交付が決定された標

記の事業について，下記のとおり変更（廃止）したいので，取手市市民事業活動促進補

助金交付要綱第７条第１項の規定により，関係書類を添えて申請します。 

 

 

添付書類　　変更・廃止の内容が分かるもの 
 

 
変更・廃止の別 変更　　・　　　廃止

 
変更・廃止年月日

 

変更・廃止の理由

 

変

更

の

場

合

変更事項

 
変更前

 
変更後



様式第４号（第７条関係） 

 

取　発第　　号　 

年　　月　　日　 

 
　　　　　　　　　　　　様 

 
取手市長　　　　　　　　　　　　印 

 

 

取手市市民事業活動促進補助金事業変更（廃止）承認決定通知書 

 

 

　　　　　年　　月　　日付けで申請のありました，取手市市民事業活動促進補助金事

業に係る変更（廃止）承認申請について，下記のとおり承認しますので，取手市市民事

業活動促進補助金交付要綱第７条第２項の規定により通知します。 

 

 

 

 
変更・廃止の別 変更　　・　　廃止

 
変更・廃止年月日 　　　　年　　　月　　　日

 

該当事項



様式第５号（第８条関係） 

 

年　　月　　日　 

 

　取手市長　　　　　　　　殿 
 

住　　所 
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　印 
電話番号 

 

 

取手市市民事業活動促進補助金交付請求書 

 

 

　　　　　年　　月　　日付け取　　発第　　　号で交付決定を受けた事業について，

取手市市民事業活動促進補助金交付要綱第８条第１項の規定により，下記のとおり請求

します。 

 

記 

 

１　請 求 額　　金　　　　　　　　　　　円 

 

２　請求期間　　　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日 

 

３　添付書類　　インキュベーションオフィス等が発行した領収書の写し 

 

振込口座 

 
金融機関名 銀行　　　　　　　　　　本店・支店

 
口座種類 １　普通　　・　　２　当座

 
口座番号

 
フリガナ 

口座名義人


